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１ 事業者の名称、代表者氏名及び主たる事務所の所在地

事業者の名称：株式会社大京

代表者氏名：代表執行役山口陽

主たる事務所の所在地：東京都渋谷区千駄ケ谷４丁目２４番１３号

事業者の弔称：東京建物株式会社

代表者氏名：代表取締役社長畑中誠

主たる事務所の所在地：東京都中央区八重洲１丁目９番９号

事業者の名称：関電不動産株式会社

代表者氏名：代表取締役社長篠丸康夫

主たる事務所の所在地：大阪市北区中之島６丁目２番２７号

事業者の名称：株式会社新日鉄都市開発

代表者氏名：代表取締役社長正賀晃

主たる事務所の所在地：東京都中央区日本橋１丁目１３番１号

事業者の名称：株式会社長谷工コーポレーション

代表者氏名：代表取締役社長大栗育夫

主たる事務所の所在地：東京都港区芝２丁目３２番１号

２．対象事業の名称及び実施場所

2.1対象事業の名称

（仮称）吹田千里丘計画

2.2 対象事業の実施場所

吹田市千里丘北１９８番

（毎日放送千里丘放送センター跡地 図２－１参照）
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図２－１事業計画地の位置図

２



３．対象事業等に係る工事の工程及び供用予定時期

3．１ 施設計画の概要

事業計画地内の土地利用計画は、表３－１に示すとおりである。

事業計画地の大部分を宅地とし、ファミリー向けのマンションを建設する。施設配置及

び施設概要は表３－２，図３－１に示すとおりである。宅地は、共同住宅を設置するＡ街区、

Ｃ街区、共同住宅と店舗を設置するＢ街区、シニア住宅、店舗と幼稚園を設置するＤ街区

に区分される。公共施設としては、南側に小学校及び公共施設を設置する小学校用地、東

部及び南東側の既存緑地及び星ケ池を活用・保全した提供公園・保存緑地を確保し、吹田

市に提供する計画である。

また、事業計画地の北西側の府道と南・南東側の市道に接続する事業計画地内通過道路

(開発道路幅員９ｍ）を設置する計画である。

表３－１土地利用計両

土地利用区分 面積（ｍ２） 比率（％）

公共施設 5６．１５９．３６ 4２．７

開発道路（造成協力地含む） 1８．４２６．９８ １４．０

既存道路拡幅 4３９．８０ ０．３

提供公園（星ヶ池含む） ９．５２９．１７ ７．３

保存緑地（参道、造成緑地含
む）等

1７，７６３．４１ 1３．５

小学校用地 1０．０００．００ ７．６

宅地 7５，３５１．９３ ５７．３

Ａ街区（共同住宅） 2７．０１４．０５ 2０．６

,Ｂ街区（共同住宅十店舗） ２７．７９６．７５ ２１．１

ｃ街区（共同住宅） ９，０９９．１５ ６．９

Ｄ街区（ｼﾆｱ+店舗十幼稚園） 1１，４４１．９８ 8．７

合計 1２９．８５３．５６ 1００．０

土地利用計画の詳細については、吹田市との開発協議により一部変更となっている。

３



４

表3-2(2)施設計画の概要（小学校用地）

表3-2(1)施設計画の概要（宅地）

建築敷地面積 10,000.00ｍ
２

主要構造 ＲＣ造

容積対象面積 １０，５３２．６０ｍ
２

容積率 105.55％

延床

面積

小学校

体育館

学童保育

公民館

合計

8,678.53ｍ
２

1.360.87ｍ
２

128.00ｍ
２

365.20ｍ
２

１０．５３２．６０ｍ
２

普通教室、図書室等

体育館、プール

建物高さ 地上５Ｆ（約１５ｍ）

建築面積 ３，５２９．２９ｍ
２

建蔽率 35.29％

Ａ街区 Ｂ街区 Ｃ街区 Ｄ街区 合計

建築敷地面積 27.014.05ｍ
２
27.796.75ｍ

２
９，０９９．１５ｍ

２
１１．４４１．９８ｍ

２
７５．３５１．９３ｍ

２

主要用途 共同住宅 共同住宅・店舗 共同住宅
シニア住宅・店舗

･幼稚園

主要構造 ＲＣ造 ＲＣ造 ＲＣ造 ＲＣ造・Ｓ造

容積対象面積 53.985.85ｍ
２
55.539.53ｍ

２
１７．９８４．９９ｍ

○
一

１５．０４１．３５ｍ
２

容積率 199.85％ 199.81％ 197.66％ 131.45％

延床

面積

住宅

店舗

幼稚園

合計

60,977.41ｍ
２

60.977.41ｍ
２

64.523.84ｍ
２

１５２．００ｍ
２

64,675.84ｍ
２

１９．１８２．８５ｍ
２

１９，１８２．８５ｍ
２

１１．１６５．２４ｍ
２

３．３４９．３１ｍ
２

１．４１４．４５ｍ
２

15.929.00ｍ
２

１５５．８４９．３４ｍ
２

３．５０１．３１ｍ
２

１，４１４．４５ｍ
２

１６０．７６５．１０ｍ
２

建物高さ

※塔屋は含まず

地上１５Ｆ

約４５ｍ

地上１５Ｆ

約４５ｍ

地上１５Ｆ

約４５ｍ

地上１０Ｆ

約３０ｍ

地上１５Ｆ～lＯＦ

約３０～45ｍ

建築面積 9.045.96ｍ
２

９．９８５．７２ｍ
２
２．３１９．０７ｍ

２
４．０３３．８７ｍ

２

建蔽率 33.49％ 35.93％ 25.49％ 35.26％

計画戸数 631戸 ６３３ﾉコ 225戸 １２２Ｐ
共同住宅１，４８９戸

シニア住宅１２２戸

駐車場

台数

住宅

店舗

幼稚園

合計

653台

653台

659台

2台

661台

237台

237台

１９台

４６台

４台

６９台

１，５６８台

４８台

４台

1,620台

駐輪場台数

(バイク含む）
1,389台 １，４０３台 452台 140台 3,384台
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3.2工事計画

（１）工事工程

本事業における工事工程としては、最初に全体造成工事を実施し、その後Ａ～Ｄ街区及

び小学校用地とほぼ同じ区域をＡ～Ｄの４工区及び小学校工区に分け、順次工事を実施す

る。

各工区の工事工程は表３－３に示すとおりであり、造成工事は約１１．０ヶ月、Ａ工区工事

は約２１．０ケ月、Ｂ工区工事は約２２．０ケ月、Ｃ工区工事は約２０．０ケ月、Ｄ工区工事は約

22.0ヶ月、小学校工区工事は約２０．０ヶ月で、全体の工期は約５年を予定している。

７
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(2)工事関係車両走行ルート

施設の建設工事に伴い発生する工事関係車両の走行ルートは図３－２に示すとおりである。

なお、工事関係車両の走行については、以下の対策を実施する

3．３

･建設資機材搬入車両の計画的な運行により適切な荷載を行うとともに、工事関係者の

通勤については、公共交通機関の利用や車両の共同利用を促進し、工事関係車両の台

数を削減する。

・工事関係車両の走行時間帯はラッシュ時など混雑する時間帯をできる限り避ける。

・各工事のピークがなるべく重ならないように工程を調整する等、工事を効率化・平準

化し、一時的に車両が集中する時間帯の無いよう計画する。

･複数ルートを設定し、工事関係車両の分散化を図る°

・周辺道路に工事関係車両の待機車列が発生しないよう、事業計画地内に十分な駐車ス

ペースを確保する。

・工事関係車両の走行に関して、走行ルート・走行時間帯等の配慮事項を文書化し、周

知することにより、運転者に対して安全運転の徹底を図る。

施設の供用開始予定時期

施設は建築工事終了後順次供用を開始する。

全ての施設が完成し、供用されるのは、平成２７年春頃を予定している。

1１



図３－２工事関係車両走行ルート
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表４－１事後監視の対象とする調査項目等

4.1事後監視の目的

事後監視は、本事業に係る工事の着手後に、本事業の実施が環境に及ぼす影響を把握し、

木事業の影響を検証するとともに、必要に応じて適切な環境保全措置を講じることなどに

より、周辺地域の環境保全を図ることを目的とする。

事後監視計画

調査項目等

事後監視項目の対象とする調査項目等は、表４－１に示すとおりである。

４．２

（１）

４．事後監視の内容

(2)調査内容

事後監視の調査項目、調査時期・頻度、調査地点・範囲及び調査手法は、表４－２(1)、

(2)に示すとおりである。なお、調査内容は、工事の進捗状況、発生交通の状況等を踏ま

え、適宜見直しを行うとともに、問題が確認された場合には、関係機関と協議の上、適切

な対策等を検討・実施する。

(3)調査結果の評価の方法と対策

事後監視結果について、環境影響評価に記載した環境保全目標との対比、予測結果や現

況データ、予測の前提条件等との比較を行い、評価する。なお、評価の結果、対象事業に

より顕著な環境影響があると認められた場合には、関係機関と協議の上、適切な対策等を

検討・実施する。

１３

環境影響要因 調査項目 調査内容

工
事
中

建設機械の稼働

工事関係車両の

走行

大気汚染

騒音

建設機械の稼働状況

工事関係車両の稼働状況

二酸化窒素

建設作業騒音

種類・形式別の稼働台数・稼働時間等

種類・形式別の台数等

存
在
及
び
供
用
後

施設の供用

施設関係車両の

走行

騒音

景観

交通量

施設騒音

調査地点からの事業計画地方向の景観

交通量



1４

＊１：工事最盛期において使用する全ての建設機械を、最新の国士交通省指定の排出ガス対策型にでき

ない場合に測定を実施する。

＊２，３，４：工事箇所の状況を考慮して調査実施前に適切な地点を検討し、設定する。

表４－２(1)事後監視の内容（工事中）

調査・測定項目 調査範囲・地点 期間・時期 調査方法

建設機械。

工事関係車

両の稼働状

況

種類・型式別の

稼働台数・稼働

時間・稼働時

期・稼働場所等

事業計画地内 工事期間中
工事作業日報の整

理等による

大
気
汚
染

二酸化

窒素

二酸化窒素

・日平均値

二酸化窒素

．ｌ時間値＊’

事業計画地周辺

１０地点程度*２

工事実施区域近傍

l地点
＊３

各工区の工事の

ピーク時期（１週

間）

各工区の工事の

ピーク時期（1週

間）

フィルターバッヂ

による測定により

調査する。

環境基準に定める

測定方法に基づき

調査する。

騒

音

建設作

業騒音

騒音レベルの

90％レンジ上端

値：Ｌ A５

騒音レベルの等

価騒音レベル：

Ｌ
Ａｃｑ

事業計画地敷地

境界（l～2地点）
＊４

吹田東高校

各工区の工事の

ピーク時期

ＣＤ工区工事期

間中（適宜）

JIS等に定める測

定方法に基づき調

査する。



1５

表4-2(2)事後監視の内容（存在及び供用後）

調査・測定項目 調査範囲・地点 期間・時期 調査方法

騒

音

施設騒音

騒音レベルの

等価騒音しべ

ノレ：Ｌ
Aｃｑ

吹田東高校
施設供用後

(全体供用後）

JIS等に定める測定

方法に基づき調査す

る ０

景

観

調査地点からの事業計画

地方向の景観

事業計画地周辺

(図４－１に示す

１０地点）

施設完成後

(全体完成後）

景観写真撮影により

調査する。

交
通

交通量

事業計画地周辺

３地点

(図４－２に示す

３地点）

施設供用後

(全体供用後）

ハンドカウンターに

より目視計測する。



骨
、

図４－１景観調査地点



図４－２交通量調査地点

1７－



５．事後監視を委託した者の氏名及び住所

決定次第、別途報告する。

６．事後監視報告書の提出予定時期

工事中：着工後に年度ごとの結果をとりまとめ、年次状況報告書として毎年６月末に

提出する。

施設の存在及び供用後：事後監視終了後、結果を報告書としてとりまとめ、提出する。

７．その他の事項

7.1微少粒子状物質（PM2.5）のモニタリングについて

市長意見書において指摘のあった微少粒子状物質（PM2.5）については、今後の技術開

発により工事中における微少粒子状物質（PM2.5）のモニタリングが可能になった場合に

は、測定を検討する。

7.2環境保全措置の実施状況の報告

大気汚染、騒音、振動に関する環境保全措置の実施状況に加え、他の環境要素について

も、環境影響評価書で記載している環境保全措置の実施状況を事後監視報告書等に記載す

る。

7.-3 事業実施により環境に著しい影響が認められた場合の対応方針

事後監視の結果、事業の実施に伴う環境への著しい影響が認められた場合は、速やかに

吹田市と協議を行い、事業の実施内容の見直しを含め、適切に対応することとする。また、

工事中に工事計画の著しい変更が生じた場合は事後監視の時期、場所、内容の見直しを含

め適切に対応する。

１８



(仮称） 吹田千里丘計画に係る環境影響評価

事後監視計画書

（補足資料）

平成２２年（2010年）７月

株式会社大京

東京建物株式会社

関電不動産株式会社

株式会社新日鉄都市開発

会社長谷工コーポレーシ株式会社 ヨン



事後監視（工事中）における調査時期、調査地点について

■調査時期

各工区の工事のピーク時期とする。

工事のピーク時期については、実際の工事工程に基づき、環境影響評価における予測

時期の設定と同様の方法で設定する。

（参考）

ピーク時期設定方法：月別の建設機械の台数、機種に基づき、月ごとの大気汚染物

質発生量、騒音発生量を算定し、それが最大となる時期とする。（現時点での設定例を

参考資料として示す｡）

■調査地点

各工区の工事のピーク時期に設定した調査実施時期における建設機械の稼働位置等を

考慮し、影響が大きいと考えられる地点を選定する。

現段階で想定される調査地点位置を図に示す。これらの地点は現時点での想定である

ため、工事の状況等により移動する可能性がある。

・二酸化窒素の日平均値調査地点

･二酸化窒素の１時間値調査地点

､騒音調査地点（LA5）

建設機械の稼働による二酸化窒素の影響が比較的大

きいと考えられる敷地境界付近の住宅地を中心に工

事区域の周囲に配置

環境影響評価書において予測された窒素酸化物寄与

濃度（年平均値）の周辺住居地等における最大着地

濃度地点付近

評価書において予測された建設機械騒音予測結果を

もとに配置。ただし、騒音については、建設機械の

配置により影響範囲が大きく異なるため、調査時期

の建設機械配置（評価書Ｐ230～P233）に基づき設定

する。

１



図－１事後監視調査地点（工事中）

－２－



●騒音調査地点（ＬＡ"）（吹湿東高校） 麓j饗f潔
０

図－２事後監視調査地点（工事中）

－３－
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参考大気汚染排出量Ａ工区

ピーク時期設定例

工事計画をもとに､各月ごとに稼働する建設機械等からの大気汚染物質排出量の合計を求め、

月ごとの大気汚染物質量が最大となる月を工事最盛期、つまり予測時点とした。

表１月別の建設機械等からの大気汚染物質排出量（Ａ工区）

４

項目
単
位

着工後月数

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 1０ 1１ 1２

NOX
m3K／

月

項目
単
位

着工後月数

1３ 1４ 1５ 1６ １７ １８ 1９ ２０ ２１ ２２ ２３ 2４

NＯＸ
､3N／

月

項目
単
位

着工後月数

2５ ２６ ２７ 2８ 2９ ３０ ３１ ３２ ３３ ３４ ３５ 3６

NＯＸ
m3N／

月
7０５ 9４４ ３３７ 3９１ ４１０ 1６６ 1５９ 1８１ 1７０

項目
単
位

着工後月数

3７ ３８ 3９ 4０ ４１ ４２ 4３ ４４ ４５ ４６ ４７ ４８

NＯＸ
､3K／

月
１７４ 1７４ １７５ 1７２ 1６９ 1６６ 1６２ 1２０ 1１３ 5０ ０

項目
単
位

着工後月数

4９ ５０ ５１ 5２ 5３ 5４ ５５ 5６ 5７ 5８ 5９ ６０

NOX
､3K／

月



参考大気汚染排出量Ｂ工区

表２月別の建設機械等からの大気汚染物質排出量（Ｂ工区）

５

夕

項目
単
位

着工後月数

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 1０ 11 1２

NＯＸ
､3N／

月

項目
単
位

着工後月数

1３ 1４ 1５ 1６ 1７ 1８ 1９ ２０ ２１ ２２ 2３ 2４

NＯＸ
､３Ｋ／

月
６８７ 8５７ 3９７ ２７９ 2８０ 3２３ 3４０ ２７１ ２７６ ２１２

項目
単
位

着工後月数

2５ ２６ ２７ 2８ 2９ ３０ ３１ ３２ ３３ ３４ ３５ 3６

NOX
､3N／

月
２１０ 2５７ ２５６ 2５９ １７４ 1７１ 1７６ 1６７ 119 1１７ 5３ 2４

項目
単
位

着工後月数

3７ 3８ 3９ 4０ ４１ ４２ 4３ 4４ ４５ ４６ ４７ ４８

NＯＸ
､3N／

月

項目
単
位

着工後月数

4９ ５０ ５１ 5２ 5３ 5４ 5５ ５６ ５７ ５８ 5９ ６０

NＯＸ
､3N／

月



参考大気汚染排出量ｃ工区

表３月別の建設機械等からの大気汚染物質排出量（Ｃ工区）

６

項目
単
位

着工後月数

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 1０ １１ 1２

NOX
m3N／

月

項目
単
位

着工後月数

1３ １４ 1５ １６ 1７ 1８ 1９ 2０ ２１ ２２ 2３ ２４

NOX
m3N／

月

項目
単
位

着工後月数

2５ 2６ 2７ ２８ 2９ ３０ ３１ ３２ ３３ 3４ 3５ ３６

NＯＸ
､３Ｋ／

月

項目
単
位

着工後月数

3７ ３８ 3９ ４０ ４１ ４２ 4３ 4４ 4５ 4６ 4７ ４８

NＯＸ
､3N／

月
3０４ 3８０ １１９ 1８１ 1８５ 8０ 7７ 8６ 8３ ８４

項目
単
位

着工後月数

4９ 5０ ５１ ５２ 5３ 5４ ５５ 5６ 5７ 5８ 5９ ６０

NOX
m3N／

月
８５ ８１ ８３ ８１ ６５ 8４ 4８ ３１ ０ ０



参考大気汚染排出量Ｄ工区

表４月別の建設機械等からの大気汚染物質排出量（Ｄ工区）

７

項目
単
位

着工後月数

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 1０ １１ 1２

NOX
､3K／

月

項目
単
位

着工後月数

1３ 1４ 1５ 1６ 1７ 1８ １９ 2０ ２１ 2２ 2３ 2４

NOX
､3K／

月
２７７ ２４１ 1３４ １８５ 2０８ 1０７ 1０７ 110 1０７ 1０７

項目
単
位

着工後月数

2５ ２６ 2７ 2８ 2９ 3０ ３１ 3２ 3３ 3４ 3５ 3６

NＯＸ
m3N／

月
2５ 2５ 2８３ ２８５ 1５６ ３７６ ２３６ １５２ 7６ ２ ０

項目
単
位

着工後月数

３７ ３８ 3９ ４０ ４１ 4２ ４３ 4４ 4５ 4６ 4７ 4８

NＯＸ
m3N／

月

項目
単
位

着工後月数

4９ ５０ ５１ ５２ 5３ 5４ ５５ 5６ 5７ 5８ 5９ 6０

NＯＸ
､3K／

月



参考大気汚染排出量小学校工区

表５月別の建設機械等からの大気汚染物質排出量（小学校工区）

８

項目
単
位

着工後月数

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ 1２

ＮＯＸ
､3K／

月

項目
単
位

着工後月数

1３ 1４ 1５ 1６ 1７ 1８ 1９ 2０ ２１ 2２ ２３ 2４

ＮＯＸ
､3K／

月
５６５ 4０４ 1９５ 2９４ ８９ ８９ ９２ 9３

項目
単
位

着工後月数

２５ 2６ 2７ 2８ ２９ 3０ ３１ 3２ 3３ 3４ ３５ 3６

ＮＯＸ
､3K／

月
lｌＯ 9７ ２７ ２ ０ ０ ０ ０ ０ ０

項目
単
位

着工後月数

３７ 3８ 3９ 4０ ４１ 4２ ４３ 4４ 4５ 4６ ４７ 4８

ＮＯＸ
､3N／

月

項目
単
位

着工後月数

４９ 5０ ５１ 5２ ５３ 5４ ５５ 5６ 5７ 5８ ５９ 6０

ＮＯＸ
m3N／

月



Ａ工区

Ｂ工区

Ｃ工区

Ｄ工区

小学校

工区

参考騒音評価書抜粋Ｐ224

ｃ・予測条件

（ａ）予測時点

工事計画（資料7-1-2参照）をもとに、各工区作業期間中において各月ごとに

稼働する建設機械等の各パワーレベルの合成値が最も高くなる工事最盛期を予測

時点とした。

予測時点は、Ａ工区は工事着工後２９ケ月目、Ｂ工区は工事着工後１６ケ月目、

Ｃ工区は工事着工後４３ケ月目、Ｄ工区は工事着工後３０ケ月目、小学校工区は工

事着工後２０ケ月目である。なお、近隣教育施設における予測時点は、最も近いＤ

工区の最盛期とする。

月別のパワーレベノレ合成値は表7-2-6に示すとおりである。

表7-2-6建設機械等のパワーレベル合成値（工事中）

単位：デシベル

着工後月数 ２８ 2９ ３０ ３１ 3２ 3３ 3４ 3５ 3６ ３７ 3８ ３９

パワーレベル 123.1 125.5 122.4 124.2 124.2 120.7 120.7 120.7 120.7 120.7 120.7 120.7

着工後月数 ４０ ４１ ４２ ４３ 4４ 4５ 4６

パヮーレベル 120.7 120.7 120.0 120.3 112.3 112.3 110.5

着工後月数 1５ 1６ 1７ 1８ 1９ 2０ ２１ 2２ 2３ ２４ 2５ 2６

パワーレベル 123.5 125.6 123.5 124.3 124.9 124.2 124.2 122.8 122.8 121.9 121.9 122.0

着工後月数 ２７ 2８ ２９ 3０ ３］ 3２ 3３ 3４ 3５ ３６ 3７

パワーレベル 122.0 122.0 120.7 120.7 113.2 113.6 112.8 112.8 111.2 107.5 99.0

着工後月数 ３９ 4０ ４１ 4２ 4３ 4４ 4５ 4６ ４７ ４８ 4９ 5０

パワーレベル 120.8 122.8 119.6 121.9 123.3 119.1 119.1 119.1 119.1 １１９．１ 119.1 119.1

着工後月数 ５１ 5２ 5３ 5４ 5５ 5６

パワーレベル 119.1 119.1 118.0 118.3 109.8 108.8

着工後月数 １５ 1６ 1７ 1８ 1９ 2０ 2１ 2２ 2３ ２４ 2５ ２６

パワーレベル 119.5 121.8 119.5 122.2 120.7 118.6 118.6 118.6 118.6 118.6 107.5 107.5

着工後月数 ２７ 2８ 2９ 3０ ３１ 3２ 3３

パワーレベル 119.0 121.7 121.9 122.3 121.5 117.0 107.8

着工後月数 1７ 1８ 1９ 2０ ２１ 2２ 2３ 2４ 2５ ２６ 2７

パワーレベル 122.4 121.9 119.3 123.3 118.2 118.2 118.2 118.2 118.5 111.6 107.5

９



参考評価書抜粋Ｐ229

調査地点の設定例

(ｃ）騒音源の配置

騒音源となる建設機械等の配置は、図７－２－４(1)～(5)に示すと昌

設機械等については、工事計画に基づき、工事区域内に配置した。

7-2-4(1)～(5)に示すとおりである。建

１０



参考評価書抜粋Ｐ230

図7-2-4（１）騒音源配置図（着工後１６ケ月目：Ｂ工区最盛期）

－１１－



参考評価書抜粋Ｐ231

図７－２－４(2)騒音源配置図（着工後２０ケ月目：小学校工区最盛期）

－１２－
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参考評価書抜粋Ｐ232

図7-2-4(3)騒音源配置図（着工後２９ケ月目：Ａ工区最盛期）

－１３－



参考評価書抜粋Ｐ233

図7-2-4(4)騒音源配置図（着工後３０ケ月目：Ｄ工区最盛期）

－１４－



参考評価書抜粋Ｐ234

図７－２－４(5)騒音源配置図（着工後４３ケ月目：Ｃ工区最盛期）

－１５－
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